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現 在 国際社会 と国際法 は,あ た ら しい転機 を迎 えよ うとしてい る。 か って国際社 会 は,ヨ7ロ ッパ
諸国家 を中心に形成 され,国 際法は,ヨ ー ロッパ ・キ リス ト教諸 国家 の共通法 と して妥 当 して ヒ)た。.
その当時の 「国際社会」は,華通 の文化 と伝統 を持 ち,.法的にも共通の価値基準力1ら導かれる自然法
や, ローマ浩 の一部 ≧ して の万民法jusgentiumを,備え.てい た。 古 典的 国際法 ミ々万民法 の 津 れ を
汲 む ことは 良 く知 られ てお り, 現 在 の西 欧 語 の 「国 際 法 」 を示 すlawofnations,droitdesgβns,
V61kerr♂htなどの語 は,い ず れ も,「万 民法 」juggentiumの翻 訳 で あ る。 しか し・・ヨー ロ ッパ 諸 円
家がその勢力圏を他の大陸諸国にも拡大 したのに伴って,国 際法の適用範囲は,ヨ ーロッパの地域 ・
文化圏を超えて, トル コ,中 開,R本,ア メ リカ地 域 に も拡大 され てい った。 それ を国際法 の第一 の
転機 とすれば,現在生 じている国際社会 と国際法の構造転換は,第二の転機であるといえよう。
一 開発途上国の台頭
もっとも,こ の新 し咽 附 会 掴 灘 の垂鎚 轍 をどのよ 弊 極 るかについては・ノ・によって
かな りの煙 い があ る。
第一は,国 際社会の構造自体の変化 に注 目す る考え方である。第一次世界大戦以前 には,地 球上に
は, 西欧 諸 国 を主 に した独立国 と,そ の植 民地 だ けが存在 して いた。特 に,イ ギ リスや フ ランスは・
」
広大な植民地 をll堺各地 に保有 レ イギリスは,甲 の没することの無い帝国」 と誇 号していた。 第




張 と南アフ リカのスマッッ首相の提案によって 「委任統治地域」とされたが,当 時の状況 に お い て
は,実 質上は,主 たる同盟及び連合国の領土に準 じたものであ り 「仮装的領土割譲」の感があった。
当時,地 球上 に生 起 す る重要な事項 は,そ の殆 ん どが,西 欧諸 国 を中心 に ヨー ロッパ にお いて決定 さ
れ,ア ジア ・アフ リカの地域は,国 際法 の《客体 》に しかす ぎなか った。
第二次世界大戦の末期 に成立 した一般国際機構である国際連合の原加盟国は,ド イツ,1:1木,イタ
リアな どの旧枢軸諸 国は勿論除外 してい たが,そ れ に して も51力国 に過 ぎず,ア ジア ・アフ リカ地域
か ら参加 した国は,極 めて限 られ ていた。
しか し,そ の後,次 第 に民族(人 民)の 自決,独 立 の気運 が国際社 会 に高 ま り,特 に1955年にイ ン
ドネシアのバ ン ドシで開催 されたバ ン ドン会議においては,植民地主義反対 ・殖民地独立が力強 く唱
え られ・1960年の 第15国連総会 にお いては,「植民地独立付与宣 言」 が採択 された。 この巨大 な歴 史
的潮流の中で,従 来殖民地であった地域や.従 来の委任統治地域から信託統治地域 とされていた非 自
給地域 は,次 々と独立 して国際連合 に加盟 し,それ らの新独立国を迎えた国際連合においては,一 層
強 く人民の 自決原則が唱えられ,植 民地解放の動きにさらに拍車がかけられるという結果が生 じた。
1962年には,こ れ らのアジ ア ・ア フ リカAA諸 国 は,国 連加盟国 の半 数を こえ,国 連総会 の表決 にお
いて無視 で きない勢力 とな った。 そ して,従 来 はアメ リカ合 衆国 の実質的 勢力下 にあ った中南米 の ラ
テ ンア メ リカ諸国 も・ 開発途上 国 としてア ジア ・アフ リカAA諸 国 と連帯 して,第 三世界 ・非 同盟諸
国 グループ を形 成 す ることにな った。 画
それ らの諸国は・1964年に第一回 の国際連合貿易開発会議UNCTADが 開催された機会 に,「グル
ープ77」を構成 した。 それ は,以 後,第 三 世界 ・非同盟 諸国 グル ープあ代名 詞 とな り,そ の後 もこの
グループに参加す る国はふ え続 け,現 在 ではそ の数 は120力国以上 に達 してい るが,な お 「グル_プ
77」G77と 呼 ば れ て い る。 ・
国連では,ア メ リカとソヴィエ トを両極 とする対立を反映 して,《 東西対立 》の両極化傾向が高ま
らていたが,前 記のよ うな先進国に対抗する開発途上国の台頭 と,そ の主張の活発化に伴い,そ れは
新 たに 《南北対立 》 として ク ロー ズア ップ され るよ うになった。現 在国際連合 において,ア ジア ・ア
フ リカAA諸 国 と中 南米 のラテ ンアメ リカ諸 国が連帯 した 第三世 界 ・非 同盟 諸国 グループ,つ ま り
「グル ープ77」の参加 国 は,加 盟 国全体(159力国)の3分 の2を こえるに至 ら士 い る。='
このことは・国際連合 の事業や運営の上 にも大きな影響を与 え,もはや現実にそれ らの国々の意向
を無視 して何事も運営できないとい う状況になってきている。それは,機構の上でも,単 に国連総会
での義塾数だけにとどま らず,安 全保障理事会における非常任理事国や経済社会理事会における理事
国 の配分 や,主 要委員会 の委員 長,総 会議長 ・副議長 の選出 に も影響 し,さ らに,議 事 日程 な'どを決
める一般委員会(総 会議長 ・副議長,主 要委員会委員長によって構成)の 構成や運営 にも直接の影響
を与 えた。つ ま リ,国 際連合 の構成 や運営 は,今 や,が っち りと ドグルー プ77」の参加 菌 の手 に握 ら
れ て しまった とい って過 言では ない。
当初は,そ の影響は,国連総会で議決 される問題の中で,開発途上国の支援に関するものが増大 し
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たとい う程度であったが,そ れは次第に,従 来の国際社会 の構造や国際法上の原則にも影響を及ぼす
よ うな問題 に も触 れ るよ うにな っていった。
例えば,植 民地独立の問題 についても,当初は,従 来の植民地の独立つま り政治的独立をはかると
い う政治的 自決権の問題が中心であった。その履行確保のために委員会が設けられた リ,植民地の リ
ス トが作成 され,そ れ を保有 している諸 国 に対 して,そ の政 治的独立 のため のプ ログ ラムを提出 させ
た り,そ の履行状態 を報 告 させ た りした。 しか し,そ の政 治的 独立 がほぼ達 成 され てみる と,植 民地
が政治的 に独立を達成 しえて も,その国内の主要な資源,産 業,企 業などが従来の植民地本国やその
企業に帰属 し,またそれ らによって支配 されている結果,新 独立国 としては,そ の経済的自立 も経済
的地位の向上 も果たせず,実 質的に従来の経済的植民地状態が継続 しているという事態が明 らかとな
った。 その ため,開 発途 上国の中 に,こ れ らの資源,産 業,企 業 を国有化 しよ うとす る経 済的 自決権
の要 求が高 まっていった。
国連では,「天然資源に対する笹久主権」が主張 され,そ れについて繰 り返 し総会決議が可決 され
るよ うにな った:。1967年の第21国連総会 で可決採択 された 「国際人 権規約」 において も,開 発途 上諸
国から,諸々の人権の基礎 として人民の自決権に関する規定 を置 くべきことが主張 され,そ の結果,
AB両 規約の共通の第一条 に,人 民 の自決権に関する規定が置かれ,「すべての人民は,.その政治的
地位を自由に決定 し,な らびにその経済的,社 会的及び文化的発展を自由に追求する」 とい う規定 に
続 いて,「すべ ての人民 は,自 己のため にそ の天然 の富及 び資源 を 自由 に処分 する こ とが で きる」 と
い う規定 が織 り込 まれ た。
このような傾向は,す でに1970年に 国連総会で採択 された 「友好関係宣言」(国際連合憲章に従っ
た諸国家間の友好関係と協力に関する国際法の諸原則についての宣言)の 中 にもすでに見 られていた
が,1974年の特別総会で採択 された 「新国際経済秩序樹立宣言」(NIEO宣 言)な らびに 同年の第
24国連総会で採択 された 「国家の経済的権利義務憲章」の中に も,広 く採用 されている。
二 既存国際法秩序への反抗
開発途上国の主張は,こ のような現実的な経済的要求にとどまらず,既 成の国際的秩序,国 際法秩
序 そ の ものへの懐疑,反 抗 とい う形 で も現 われ てきた。
開発途上諸国の人々の考え方か らすれば,既 成の国際法秩序は,そ の成立時に国際社会を支配 して
いた西欧先進 諸国 によって,そ の都合 の良 いよ うに作伐 され,適 用 され て きた ものにす ぎない。 それ
によって現在開発途上にある地域の人々は,著 しく不利な立場に羅かれてきた。元来,そ れ らの近代
国際法秩序の内容をなす国際語条約や国際慣習法の諸規定は,現 在の開発途上諸国の意思 とは無関係
に作成 された ものであ り,開発途上諸国の承認なしには開発途上諸国に対 して当然に拘束力を持 ち得
ない ものである。 これか らの国際社会は,開 発途上諸国の主体的意思 を組み入れて,新 しい国際秩序




このような考え:方は,国連総会,理 事会,国 際法委員会,人 権委員会な どの各種 の会合 において開
発途上諸国の代表 によって主張 された。 このよ うな考え方によって主張 され,ま たは採択 されたもの
には,次 の よ うな ものがあ る。
1国 家承継における白紙理論
国家の植民地が分離独立 した場合,従 来の植民地木国1(先行国)が 他国 と締結 していた条約上の義
務を新独立国が承継するか否かが理論上争われたC開 発途上国は,そ のような場合 「新独立国は,自
国ゐ意思によって自主的に承継の態度を表明 しないゐ・ぎり,自動的に先行国が引き受けていた条約上
一
の義務 を承 継 する ものではない」 とい うr白 紙理論 』'を主張 した。 そ して,1978年に採択 され た 「条
約に関する国家承継条約」および1983年に採択 された 「国家財産,公 文書および債務 に関テる国家承
継 条 約 」 に お い て は,'こ の 『白紙cleanslate理論 』 が採 用 され た 。
.2国 有化における補償原則
開発途上国がその国内にある旧本国や先進国の企業を国有化す る場合に,そ れに対 してどのよ うな
'補 償 を支払 うべ きであるのか
,も し,そ れ につ いて紛 争 が生 じた場 合 には,噛いかな る法 に よ り,如 何
な る紛争解決機 関 によってその 当否,補 償額 な どが判定,'決定 され.るべ きであ るの か,と い う。こ とが
問 題 にな る。先進 諸国 は,こ のよ うな場 合 には,十 分,迅 速,実 効的 な補償 が,当 然支払 われ るべ き
であ り,・紛 争 が生 じた場合 には,公 正 な国際的機 関(裁 判所,仲 裁委 員会 な ど).によって解 決 され る
べ きであ り,'それ が確立 され た国際法 の原則 であ る,と 主張 した。
それに対 して,開 発途上国 は,0国有化 にあた っては,あ らゆ る事情 を勘酌 した上で 「適 当な補償」
appropriatecompensationが支 払 わ れ れ ば よ'く,(従 って,従 来 の 植 民 地 本 国 に よ る 「収 奪 」 に よ る過
去の損害や,開 発途上園の現在の 「経済的苦境」 も考慮する),も し当事国間にそれについて紛争が
生 じた場合には,国有化 した国の国内法 に従 って,当 該国の国内裁判所が解決すれば足 りる,と 主張
した。
国際連合総会の決議などにおいては,国 連加盟国中に開発途」二国の占める割合が多 いことも反映 し
て,前 記の開発途上国の主張に 添 った内容の決議が繰 り返 し採択 されている。(もっとも,先進諸国
の側 は,そ の決議 の法的拘束力を否定 し,依然 として従来の補償原則を主張 している。そ して,最 近
の二国間投資協定 においては,従 来の補償原則を採用 している例 も,かな り見受けられる)。
3・.先占理 論,既 得 権理論の 否認
近代国際法においては,領土取得について無主物先占の法理が,広 く認 められていた。 しか も,そ
の対象となる土地に現実に組織 された人聞の集団が存在 していた場合においても,それが西欧先進諸.
姻の判断において 「まだ近代国家としての組織を形成 していない」 と認め られた場合 には,西 欧先進
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諸国は,そ の土地を 「無主地」 と看徹 し,先占の法理によって 自国領土に編入 して,そ の植民地 とし
た。 しか し,詳 細 に検討 してみ る と,西 欧 先進諸 国の植民地 とされ たア メ.リカ.やア フ リカ の 地 域 に
も,'当時すでに 一種の部族国家やそれに準 じた地域団体が 存在 していた 事例がかな りあったのであ
り,先 進 諸国 は,そ の族 長 と一種 の協定 を結 び,ま たは族 長 た ちを欺 岡 し,そ の無知 に乗 じ,ま たは
圧倒的武力によってその意思を圧倒 して,そ の土地を植民地化 した。
そ してさらに,そ れ らの地域の土地や主要な資源を植民地本国やその企業が取得 した場合 も,公正
・公平な取引によって元所有者からその任意の意思によって取得 した ものではなく・,本 国の軍事力を
背景 とした直接 または間接 の圧 力 によ り,・また は欺 商的 手段 によ って,い ちじる しく安 価な い し無 償
に近い師格で入手 し,・また,そ の企業は,植民地住民 を安い労働賃金 で雇用 して産出資源を独占し,
また;植 民地 に自国産品 を移出 して,一 方的 に利潤 をあげて い った こ とが,少 な くなか った0植 民地
住 民 に とって,そ れ は長 い期 間,本 国 であ る先 進国 の 「搾取 」 と感 ぜ られ て きた。
・最近,そ れ らの地域の住民が政治的に自覚 してきたのに伴い,前 記の先占理論 の不法性,.不合理性
を衝き,植民地を先進諸国が支配統治する合理的根拠はな く,それは先進諸国による不法な占領状態
め継続であるとい う考え方 も生 じてきた。層そのような考え方 からすれば,そ れ らの植民地が独立する
のは,本 来の独立め回復なのであ 凱 その場合 に,'1日植民地本国が他国 と締結 した条約を継承 しない
のは当然であるし,.不法な占領,支 配を継続 してきた旧植民地本国である先進諸国やその企業が被害
者である植民地住民に対 して一種 の償いをするのは当然であるとい う考えを,植斑地から独立 した開
発 途上国国民 が持 った と して も,不 思議 では ない。
先進諸国やその国民 にとっては 市民法の次元で,「既得権」 と考え られ る企業の植民地所在の財産
(工場 ・生産施設 ・産 出物)も,植 民地 か ら独立 した開発途上 国国民 に とっては,そ の固有 の資 源,
労働の収奪の所産であ り,本来植民地住民に帰属すべきものと意識 され うる。 したがって,そ れ らの
企業 の国 有化 にあたって,前 記 のよ うに 「あ らゆる事 清 を勘酌 し」,場 合 によって は,無 補償 ない し
マイナスの補償(計 算上,先 進国企業が従来の不当利得分 を償還すべ きであるとの理屈)と い う考え
方カミ幽て来る青簾には,こ のよ う'な植民地か ら独立 した朋発途⊥国住民の先進国に対する恨強い不信
が存在 していたの だ とい うこ とも一見逃 すべ きではな い。
4近 代海洋法理論への挑戦
先進 諸国 を中 心 と した近代国際法 において は,海 洋 につい て,3カ イ リ説 に代SKされ る'グロチ ウス
以来 の 「狭 い領海,広 い公海∫ とい う考 え:方が,一 般的 に認 め られ ていた。特 に,先 進海洋 国内 にお
いて は,そ れが確立 した国際慣 習法 の原:則であ ると説かれ,一 般 には,そ の よ うに信ぜ られ ていた。
しか し,巨 視的 に考 察すれ ば,こ の 「狭 い領海,広 い公海」 とい う・考 え方や制度 は,海 洋を 自由 に
輸送,漁 獲,・演習,交 戦などに使用することが出来る能力を保有 していた先進海洋国にとって有利な
ものだ ったのであ り,世界各地に植民地を持 つイギ リスやフランスのよ うな植民地本国,資 本主義体




公海 において多 くの漁獲 をえている日本のよ うな先進漁業国にとって支持 され るレジームであった。
それに対 して,自 国の近海 を多数の外国船舶によって通過航行 され る沿岸国にとっては,絶 えず衝
突や汚染の危険 にさらされているわけであ り,また自国領海に隣接 した海域で傍若無人に大量の魚 を
外国漁船に漁獲 されている国にとっては,.乱獲 によ り海洋資源 が枯渇するのではないか との危惧 も感
ぜ られる。 しかも,そ の漁獲による水産製品(伝 詰)な どを購入 させ られることにでもなれば,一 層
矛盾 を感 じたに違いない。いわば,先 進海運国,先 進漁業国は,そ の他の海洋沿岸国 の側 か ら見 れ
ば,.それ ら諸 国 の一種 の 「負担 」 の上 に,「狭 い領海,広 い公海」 とい う考 え方や 制 度 によ って一 方
的な経済的利益 を得て来ていた とも言えるのである。 先進海運国,先 進漁業国以外の 海洋沿岸諸国
が,こ れに反発 して直国の沿岸 に対する管轄権 を拡大 したいという考え方を持 ったとして も不思議で
は な い 。
第一次世界大戦後 の1930年に開催 された国際法典編纂;会議において,海 洋沿岸諸国が自国の沿岸に
対する管轄権 を拡大 しよ うとした傾向は,す でに領海3カ イ リ説 に対 する挑戦 として現われていた。
しか し,第 二 次世 界大戦後,ア メ リカが 自 ら火 をつ けた1945年の:大陸棚 に対す る トル ー マン宣言 な ど
による刺激 もあるが,.従来発言 の場を与えられていなかった開発途上国が国際社会において台頭 して
きたことをも反映 して,「狭 い領海,広 い公海」 とい う従来の考 え方や制度 は,国 際社会において広
範 な手 ごわ い反 撃 を受 け るこ とにな った。 それ は,
1領 海 の幅 の拡大(3カ イ リか ら12カイ リへ)
2直 線基線,群 島基線 の採用
3漁 業水域,排 他的経済水域の設定(200カイ リ)
4大 陸棚制度の拡大
5深 海底制度
な どに,顕 著 に現 われて い る。
1973年か ら1982年にかけて開催 された第=三次海洋法会議や,そ の結果作成 された 「海洋法 に関する
国際連合条約」(国連海洋法条約)に おいて,こ の潮流は国際社会の大勢とな り,既 成の海洋法 レジ
ームを大 き く変 え るこ とにな った。
5深 海底法原則宣言
前記の海洋制度に対す る変革の動 きの中でも象徴的 なのは,深 海底法原則宣言に発する新 しい深海
底制度 である。
従来 の近代国際法 においては,公 海は自由 とされ,そ の 「自由」の中には,当 然公海における資源
採取の自由が含まれると理解 されていた。 しかるに,1967年の第22国連総会においてマルタ国連代表
パル ド大便が,深 海底資源(マ ンガン団塊)が 将来先進国だけによって開発,採 取 されて しま うこと .
に対するAを 表明 したことに端 を発 して,ユ970年の第25国連総会に おいて,「国家管轄権の範囲を
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越 え る海 底 とそ の地 下 は,そ の 資 源 と と も に,人 類 の共 同 財 産commonheritageofmankindであ
る」 とする 「国家管轄権の範囲を越える海底 とその地下 を律する 原則の宣言」(深海底法原則宣言,
決議2749(xxv))が採択 された。
それと並行 して,従 来の海洋法全体に対する見直 しの動 きが高ま り,開発途上国の主導の下に,海
底平和利用委員会が作 られ,そ の審議 をへて,さ'らに前記のように1973年か ら第三次海洋法会議が開
催 され るこ とにな った。先進海 洋国 の側 は,海 洋法全般 につ いて」・終始 受身 の立場 に立 た され,1982
年,・遂に前記の 「深海底法原則宣言」を基軸 とした新深海底制度を含む 「国連海洋法条約」が採択 さ
れ るにいたった。この条約については未だ発効に必要な数の批准 をえられず,特 に,深海底制度につ
いては,ア メ リカが会議 の末期 に,そ の再 検討 を主張 し,そ の希 望が十分 に採用 されな か っ.たため,
投票に付すことを主張 して反対票を投 じ,こ の新制度に不参加の態度を表明 した。9しかし,「国家管
轄権の範囲を越 える海底 とその地下は,そ の資源 とともに,人 類の共同財'産である」 とする深海底法
原則宣言 までは,遂 に否定 しえない状 態 である。
6宇 宙空間
海洋法におけると同様なこ とが,宇宙空間 において も生 じた。宇宙空間の利用は,第 二次大戦後 の
め ざま しい科学 技術 の発展 の結果 であ るが,殆 ど先進諸国 とその企業 によってな されて きた0ま だ,
自らその段階に達 していない開発途上諸国は,先進諸国だけによって宇宙空間が探査,開 発 され,独
占 されてい くこ とに危惧 を感 じ,宇 宙空 間 と天体 ・資源 が人類共 同 の財産 で'あり,開 発途上 国 もその
利用 による恩恵 にあずか る権利 のある'ことを主 張 しは じめた。 そ の結果,1966年に採択 された 「月 そ
の他の天体を含む宇宿空間の探査及び利用 における国家活動を律する原則に関する条約」(宇宙条約)
は,そ の第1条 の冒頭に,「月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用は,す べての国の利益の
ために,そ の経済的父は科学的発展の程度にかかわ りな く行なわれるものであ り,全人類 に認 められ
る活動分野 であ る」 と規定 した。
また,宇 宙空間の宇宙機器打 ち上 げスペース確保(特 に,赤道上の軌道 の利用)や,無 線電信,電
話 の周波数 の確保な どについて も,開 発途上 国は,発 言 し,関 心 を示 してい る。
7国 際人道法
武力紛争時における人権保護 の問題は,世 界人権宣言の採択四〇周年 を記念 した1968年の国際人権
年にテヘランで開催された国際人権会議における 「武力紛争における人権」の決議によって新 しい展
開を迎えた。同決議は,国連事務総長に対 して,現行の人道的国際条約のよ り良い適用 を確保 し,現
行諸条約の可能な改正を進めるための研究 を求めた。これによ り,国連事務総長は,研究 を進め,総
会に対 し 「武力紛争における人権の保護」 と題する報告書を提幽 した。そ して,そ れを契機に して赤
十字国際委員会 による1949年のジュネーヴ諸条約の改定作業が進 められた。
その討議過程において,開 発途上国は,従 来は内乱ないし国内武力紛争の一種 と考 えられていた植
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民地独立闘争やアパル ト八イ ト反対闘争等を,国 内的武力紛争ではな く国際的武力紛争の概念 に含 ま
tるべきことを強 く主張 した。その背景には,前 記の3で 述タたよ うな考 え方が開発途上諸国に存在
していた のであ る。
その結果,1966年に擦択 されたジュネーヴ諸条約に追加され る国際的武力紛争に関する(第1).追
加議定書第1条4項 に,「ジュネーヴ諸条約共通第2条(国 際的武力紛争)の 事態 には,国 際連合憲
章及び友好関係宣言に明記 されている合決の権利を行使 して,人 民が植民地支配及び外因による占領
`こ抵抗 して,並 びに,人 種差 別体制 に抵抗 して,戦 ってい る武 力紛 争 を含 む」・とい う条 項 が挿入,規
定 された。
それ以外 にも,傭兵に対す る交戦権の否認,不 正規軍に対す る交戦資格の拡大などの規定が,開 発
途上国の主張 によって導入 された。
三 新法源論の主張
前記のような国際社:会や国際法規の改変の現象 とも関連するが,よ り深 く国際法の本質にかかわる
問題 として,近 年,従 来の国際法の法源論に対する疑念が表明 され,新 しい法源についての主張がな
され るよ'うにな った 。
iハ ー ド ・A一 と ソ フ ト.・ロ ー
近代国際法学においては,国 際法の法源 は,条 約.と国際慣習法(そ れに法の一般原則を独立の法源
・と認 めるか否 か につ いて は,説 が別 れて いた)と され ていた。 それ に対 して,最:近,こ の よ うな条約
や国際慣習法 のよ うに確立 した園際法規 をハ ー ド ・ロー として捉 え,そ れ以外 に;ま だ必 ず しも確 立
した規範ではないが,国際社会において,そ の構成員に射 してある程度拘束性を持 ち始めた規範(例
えば,国 際連合総会 で全 員一致 で可決 され た法原 則につ いての決議 な ど)を,ソ フ ト・ロ ーと して,
一種 の新 しい法源 とみよ うとい う考 え方 が ある。具体 的に は,人 間環境 宣言や,.前に も述 べた,天 然
資源に対する恒久主権決議,深 海底 とその資源 に対 する法原則宣言,新 国際経済秩序樹立宣言などで
あ り,1973年頃 か ら,新 しい考 え として主 張 され てい る。
.2イ ンス タン ト国際慣 習法
従来,あ る国際慣習法 が成 立 して い るとされ る為には,.主観的 に,省 国がそ の規範 を法 と認 め,そ
れに従お うとする法的信念(確 信)を 持 っていることと共に,.客観的に,沓 国が現実にその規範 を遵
守 してい る とい う実行 の積 みか さね が必要 であ る,と 考え られて いた。 それ に対 して,最 近,開 発途
上国を中心 として,国 際慣習法の成立における客観的要件 を軽視 し,極端な場合には,各 国の法的信
念(確 信)の 存在を確認するだけで,即 時に国際慣習法の成立 を認めようとする考え方が 主 張 され.
た。具体的 には,国 連総会において,前 記のよ うな法原則を内容 とする決議が,全 会一致ないし圧倒
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的多数で採択 されたような場合に,イ ンスタントに国際慣習法 の成立を認めようとす る考 え 方 で あ
る 。
このよ うな,ソ フ ト・ローな い しイ ンスタ ン ト国際慣 習法 を 認 めよ うとい う主 張は,改 めて,「国
際慣習法 とは,何 であるのか」 とい う国際法法源論 についての基本的再検討を迫ることになった。最
近,内 外 の国際法学 界 において 「法源論 」 について の議論 が さかん にな って きた こ とには,こ のよ う
な背景 があ る。
3賛 否両論と法の一般原則
この よ うな ソフ ト・ローない しイ ンスタ ン ト国際慣習法 の考 えを肯定 す る議論 は,前 記 の よ うな現
象が出て来た事実を重視 し,これを国際法の構造的変化 と捉 えて,国連総会決議に対 して,従 来の条
約や 国際慣習法 と同 じではな いに して も,一 定 の法 的性格 を認 めよ うとす る。'
これに対 して,そ の否定論 は,こ のような現象が出て来た事実は認めなが らも,これ らの国連総会
決議 というものは,諸 国家間に正式の合意が,(条約の締結とい うような形 では)え られないために,
それを主張 している国家が一種 の自己満足 をはかるため行なっている行動 に過 ぎないものであ り,賛
成国の数がい くら多 くて も,その賛成に,「島国がその決議に 本当に法的 に拘束されてもいい」 とい
うよ うな意味 を認 め るこ とは困難 で ある。 なぜ な ら,条 約 の場合 には,通 常署名 の後 に,そ れ に当該
国が拘 束され るためには,批 准 とい う慎重な手続 がなされる。それに対 して,国連決議の場合には,
各国は,政 治的考慮:から,国連総会決議に法的拘束力が無 いことを前提 として,賛成 した り,他の決
議 との関連 でパ ッケージに して一応賛成投 票 をしてお く,と い う態度 もかな り多 く見 られ ることに留
意する必要があるのであ り,各国の実行の態度を抜 きにして,国 連総会で決議 されただけで各国を法
的 に拘束 しうる国際慣習法の成立を認めることには無理があるとするのである。
もし本当に関係国 を法的に拘束する規範 を定立 しょ うとするならば,正 規の条約締結 の手続 がとら
れ るべ きで あ り,元 来法的 拘束 力のない もの に国家 がず るず ると引 きず られて,い つの間 にか,そ れ
に拘 束力が あるかの よ うにな って い くと考 え るこ とは誤 りであ る,と 主張す る。
もっとも,国際社会にも,関係国を相対的に拘束する合意法 としての条約(特 別国際法)以 外に,
普遍的一般国際法が存在す ると考 えられ る。かっては,自然法がその役割を担 っていたが,実 証主義
の国際法学への導入 によって,合 意拘束を基本 とした条約が国際社会の法 の中心に据え られ,合 意拘
束pactasuntservandaの原則 が国際法 の根本 規範 と考 え られ るよ うにな った。 しか し,条約 の拘 束力
は条約当禁国にしか及ばないために,日般法 として,国 際慣習法の存在が不可欠のもの として主張 さ
れ たの である。 前記 の よ うに,国 際慣 習法 の成立 には,主 観 的要 件の ほかに,「国家 の実行」 とい う
客観的要件を必要 と解 されるのであるが,国 際機構における国家代表の意思表示 も一・種の 「国要の実
行」行為と解 されな くはない。 もし,国家代表による決議への賛成表 明が一種の 「国家の実行」行為
と認められるとすれば'(それにはい くつかの前提が考え られるが),それによって 客観的要件 も充足




れについての国際慣習法が成立 したと認められた場合もあ り,また,国 連総会決議についても,実際
'
の状況を見 ると,あ る法原則(例 えば深海底法原則宣言)を 含む国連総会決議に対 して全会…敢ない
し圧倒的多数でそれが採択 されたよ うな場倉には,従 来,そ れ と異なった内容の国際慣習法(公 海資
源の採取の自由)が 存在 していた場合 にも,もはやそれを国際慣習法 であるとしては押 し通せない制
約が生 じ,そ の決議に参加 した国家 をある程度拘束する(そ の決議に明白に反 した行動を取 りに くく
させ る)効 果 を持 つこ とにな ることは否 み得 ない。
juscogensの存在 について も,国 際法 にお ける不文法 の存在 を前提 と・してお り∫.法の一般原則 の法
源性 につ いて改 めて検 討す る必要 が生 じてきてい る。.
四 脱国家的潮流
さ らに,よ り基本的 な問題 として は,従 来 の近 代国際法 が,条 約 圃(明示 の合意)に して も国際慣習
法(黙 示の合意)に して も,主権田家間の合意 を前提 として考えてきたことに対 する疑問である。従
来国家が果た してきた役割,ま た,現 在国家が果た している役割について もそれを無視 した リ軽視す
'
る こ とは で き な い し,さ らに,現 在 国 際 連 合 の よ うな 「国 際 機 構 」internationalorganizationとよ ば
れ て い る機 構 も0そ の ほ とん どは,「 政 府 間機 構」intergouvernmentalorganizationあって,各 国 の
政府から派遣された代表 によって構成 されていることも否定できない。
しか し,そ の国際機構の中の一定 の機関 においては,政府代表 ではな く;個人 の資格で選任 される
委員や専門家 も存在 し,国際公務員や国際裁判所 の裁判官の国際性 も(完全 とは言い難 いが)保 障 さ
`
れて い る。 また,国 際労働機関ILOの よ うに,政 府代表 とな らんで,労 働省 ・使用者 の代表 がそ の
機構 の総会 に出席 し,そ れぞ れ の立 場 か ら発言 し,投 票 に参 加す る例 もあ り,ま た ヨー ロ ッパ共 同体
の総会 の メンバ ーは,現 在,構 成 国 の国民 か らの直接投票 に よって選 出 され るよ うにな ってい る。 そ
れ らの場合に,個人資格委員,国 際公務員,国 際裁判所裁判官,総 会 メンバーによって認識される国
際法,法 原 則は,各 国 の国家利益 を基 準 とした ものではな く,言 わば各国 内にお けるvolontegeneral
に似 た ものであ る。 そ こには,普 遍性,一 般 挫が存 在 しな ければ な らず,地 球 」:の人類 によ ってひ と
しく支持 される内容を持 っていなければな らない。,
現在存在 している一般条約,立 法条約の中にも,各国の国家利益の妥協 とい う性格以外に,人類の
一般利益 を含んだ内容のもの も存在 しているが,よ り理想的に考えれば,連 邦国家における,州政府
代表 によ り構成 される上院的 な現在の国際機構の機関のほかに,加盟国国民からの直接 の代表によ り
構成 される下院的機構 の存在が必要である。
現在,国 連においては,経 済的,社 会的,文 化的国際協力については,専 門機関のほか,民間団体
(非政府機構 ・NGO)と の連携が定め られてお り,文書提出,国 連 の各種会議への出席 ・発言など
を通 じてs民 間 団体 の果た してい る役割が注 目されてい る。 この よ うな民間団体 のtransnationalな
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活 動 は,経 済 的 に は,多 国籍 企 業transnationalcoax)rationの活 動 と して注 「1され,国 際 経済 法 の重
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